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はじめに

昨年 月に、新開発地盤補強工法「スーパーナロー工法」で建築技術性能証明を取得した。その後、首都圏や東海、北

陸で施工実績を重ね、現在本工法がどのような地盤に適用できるか、設計手法と施工能力の適用範囲が分かってきた。そ

こで、その課題と改善点が見えてきたので、特に今後の建築技術性能証明の改定時の課題を明確にしていく。

ただし、施工能力の改善、向上は別稿に譲りたい。

工法の概要

スーパーナロー工法の概要

本工法は、外径 48.6mm の細径鋼管（以下「補強材」と称す）を地盤中に圧入施工し、この補強材の支持力と基礎底面

下地盤の支持力を累加して利用する地盤補強工法であり、補強材を単独で使用することは、本工法の適用範囲外である。

適用できる構造物は、文献[1]で定められている小規模建築物、および設計地耐力 50kN 以下の擁壁、地下室、山留め、水

路構造物、コンクリート床版などの土木構造物としている。 

 
補強材の諸元

細径鋼管 
材 質：・溶融亜鉛めっき処理(JIS H 8641)を施した一般構造用炭素鋼鋼管 STK500(JIS G 3444) 

・溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯(JIS G 3302)の管状加工品 
・電気亜鉛めっき鋼板及び鋼帯(JIS G 3313)の管状加工品 

・溶融アルミニウムめっき鋼板及び鋼帯(JIS G 3314)の管状加工品 
・溶融 55%アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯(JIS G 3321)の管状加工品 

・溶融亜鉛－アルミニウム－マグネシウム合金めっき鋼板及び鋼帯(JIS G 3323)の管状加工品 
外 径：48.6mm 

厚 さ：2.4mm 
長 さ：1.0m 以上、7.0m 以下 

中心間隔：0.5m 以上、2.0m 以下 

概要  

狭あい地や高台の敷地において、細径鋼管を用いた複合地盤補強工法

の工事に適用できる軽量、小型の専用施工機を用いる「スーパーナロー

工法」を開発した。本工法は、主として戸建て住宅などの小規模建築物、

および設計地耐力 50kN以下の土木構造物に適用することができるもの

である。開発した専用施工機の全幅は 1,311mm で、全自重を鋼管に載

荷できる構造であり、油圧回転を併用することにより、軽量・コンパク

トでありながら大型機並みの押圧力と施工速度を実現している。 

本報は一昨年から(一財)日本建築総合試験所にて建築技術性能証明

を取得するために実施した実験の一部を述べて、今後の改定に向けた課

題と改善点を洗い出すものとする。 

キーワード : 地盤改良、狭あい地、コンパクト、コストダウン、 

施工機 
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適用地盤

補強材 

先端地盤：砂質土地盤、粘性土地盤 
周面地盤：砂質土地盤、粘性土地盤 

基礎底面下地盤：砂質土地盤、粘性土地盤 
ただし、基礎底面より 2m 間の平均 Wsw≧0.5kN を満たす地盤であること(Wsw：スクリューウェイト貫入試験におけ

る貫入時の荷重(kN))。 
なお、地震時に液状化するおそれのある地盤(液状化発生の可能性があると判定される土層およびその上方にある土層)

においては適用範囲外とする。液状化が発生するか否かは設計者が判断する。 
 

実験概要と実験結果

概要

表層地盤が砂質土である 5 箇所の現場と表層地盤が粘性土である 4 箇所の現場で載荷試験を行った。各試験地で、補強

材、補強地盤、補強地盤に対して載荷試験を行い、以下の三つの項目について確認を行った。 

・補強効果が期待できる条件 
・補強材単体での支持力特性 

・補強地盤の支持力特性 
補強材と補強地盤での載荷試験では、補強材の頭部から下方に 0.15m 位置および先端部から上方に 0.45m の位置で、載

荷試験中に補強材に発生する鉛直方向のひずみを計測した。計測結果から，補強材頭部および先端部付近での軸力を確認

することで，補強材の先端支持力とひずみ計測深度間での周面抵抗力を確認した。写真 1 に載荷試験の状況を示す。 

 
  (a)正方形載荷版    (b)補強材の場合 

写真 載荷試験の状況

載荷板形状は、主に正方形とし、載荷板幅 B,L は 0.5、1.0、1.5、2.0m とし、載荷板中央に外径 48.6mm の補強材 1 本配

置した。また、三つの試験地では、長方形（0.5m×4m）の載荷板も使用した。長方形載荷板を使用する場合は、補強材

の打設間隔を 2m として、一つの載荷板下に 2 本の補強材を打設した。このため、1m×1m の正方形載荷板と 0.5m×4m

の長方形載荷板では、補強材の負担面積は等しい。なお、表中では、先行掘削を実施した試験地に※印を付した。先行掘

削は計画補強材先端深度上方 0.25m 付近まで実施した。 

 
実験結果

表 1 に表層地盤が砂質土の場合の載荷試験結果、表 2 に表層地盤が粘性土の場合の載荷試験結果の一覧を示す。 
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表 載荷試験結果 砂質土

 
表 載荷試験結果 粘性土
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支持力算定式の検討

ここでは、載荷試験結果に基づく支持力算定式の検討を行う。なお、補強地盤を対象とした平板載荷試験では、変位量

50mm まで載荷することができた。また、載荷板の最小寸法が 0.5m×0.5m である。これらのことから、補強材、地盤お

よび補強地盤の極限支持力は、地盤の変位量 50mm での荷重と定義し、それぞれの極限支持力を、記号 Pu、Ru、PRu で

表すこととする。また、補強材を対象とした載荷試験では、変位量が 50mm に到達していないため、最大変位量での荷重

を極限支持力 Pu とした。なお，補強地盤の短期許容支持力は極限支持力の 1/1.5 の値、長期許容支持力は極限支持力の

1/3 の値とする。補強材および地盤の許容支持力は、補強地盤の各許容支持力発揮時の変位量に対応する荷重とする。補

強材単体および補強地盤の載荷試験結果に基づいて、補強材の先端支持力と周面抵抗力について検討した結果を支持力算

定式として述べる。 
 

支持力算定式

実験の検討結果から、本工法の補強地盤の許容支持力度 qPRa(kN/m2)を以下のように定める。 

𝑞𝑞  =1/Fs・(Ru+Ppu+ 𝜂𝜂・     式 1 
ここで、各定数は以下の通りである。 

Af：補強材 1 本あたりの負担面積(m2)。ただし、負担面積は，0.25～4.0m2 とする。 
Fs：安全率（短期：Fs=1.5，長期：Fs=3） 

Ru：地盤の極限支持力(kN) 
Ppu：補強材の極限先端支持力(kN) 

Pfu：補強材の極限周面抵抗力(kN) 
η：補強材周面抵抗力の寄与率に関する係数（短期：η=1，長期：η=2） 

なお地盤の極限支持力は、次式で算出することとする。 
𝑅𝑅  = 3 ⋅ 𝑞𝑞a ⋅ (𝐴𝐴f – 𝐴𝐴      式 2 

ここで、各定数は以下の通りである。 
qa：地盤の長期許容支持力度(kN/m2) 

Af：補強材 1 本あたりの負担面積(m2)。打設間隔は 0.5～2.0m とする。 
Ap：補強材の閉塞断面積（1.86×10-3m2） 

qa の上限値は 50kN/m2 で，次式によって算出する。 
qa=min(qa1, qa2)     式 3 

qa1=30Wsw1+0.64Nsw1    式 4 
qa2=30Wsw2+0.64Nsw2    式 5 

ここで、各定数は以下の通りである。 
qa1：基礎底面から下方に 1m の範囲での長期許容支持力度(kN/m2) 

qa2：基礎底面から下方に 1m から 2m の範囲での長期許容支持力度(kN/m2) 
Wsw1：qa1 の算出範囲での SWS 試験における荷重 Wsw の平均値(kN) 

Wsw2：qa2 の算出範囲での SWS 試験における荷重 Wsw の平均値(kN) 
Nsw1：qa1 の算出範囲での SWS 試験における貫入量 1m 当たりの半回転数 Nsw の平均値 

Nsw2：qa2 の算出範囲での SWS 試験における貫入量 1m 当たりの半回転数 Nsw の平均値 
また、補強材の極限先端支持力 Ppu と極限周面抵抗力 Pfw は次式で算出する。 

= α ⋅ (𝑁𝑁’ – 𝑁𝑁 ’)     式 6 
 = (τs・𝐿𝐿s + τc・𝐿𝐿c )φ    式 7 

ここで、各定数は以下の通りである。 
Ppu：補強材の極限先端支持力(kN) 

Pfu：補強材の極限周面抵抗力(kN) 
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α：先端支持力に関する係数（砂質土α=4，粘性土α=2） 
N0’：先端支持力を考慮できる最小の N’値（砂質土 N0’=5.5，粘性土 N0’=5） 

N’：補強材先端から上方に 0.5m 下方向に 0.25m の範囲の平均換算 N 値（砂質土 N0’=5.5， 
粘性土 N0’=5 を上回る事。） 

砂質土：𝑁𝑁’ = 2𝑊𝑊sw + 0.05𝑁𝑁sw 
粘性土：𝑁𝑁’ = 3𝑊𝑊sw + 0.067𝑁𝑁  

ここで、各定数は以下の通りである。 
Wsw，Nsw：補強材先端から上方に 0.5m、下方向に 0.25m の範囲の平均値。ただし、Nsw の上限は、砂質土 120、 

粘性土 135 とする。 
τs：補強材周辺の砂質土層での周面抵抗力度(kN/m2) 

τc：補強材周辺の粘性土層での周面抵抗力度(kN/m2) 
𝜏𝜏s= 𝛽𝛽 ⋅ 𝑁𝑁’s      式 8 

𝜏𝜏  = 𝛾𝛾 ⋅ 𝑐𝑐       式 9 
𝑁𝑁’s = 2𝑊𝑊sw + 0.067𝑁𝑁sw    式 10 

𝑐𝑐u =1/2(45𝑊𝑊sw + 0.75𝑁𝑁sw)    式 11 
ここで、各定数は以下の通りである。 

β：砂質土の周面抵抗力度に関係する係数（β=0.41） 
Ns’：補強材頭部から下方に 0.25m の位置から補強材先端から上方に 0.5m の位置まで 

の補強材周辺地盤のうち，砂質土層の平均換算 N 値。ただし 150 以下の値とする。 
γ：粘性土の周面抵抗力度に関係する係数（先行掘削なしγ=0.41，先行掘削ありγ=0.21） 

cu：補強材頭部から下方に 0.25m の位置から補強材先端から上方に 0.5m の位置までの 
補強材周辺地盤のうち，粘性土層での換算粘着力(kN/m2)。ただし，Nsw は 150 を上限とする。 

Ls：補強材頭部から下方に 0.25m の位置から補強材先端から上方に 0.5m の位置までの補強材周辺地盤の 
うち，砂質土層の層厚(m) 

Lc：補強材頭部から下方に 0.25m の位置から補強材先端から上方に 0.5m の位置までの補強材周辺地盤の 
うち，粘性土層の層厚(m) 

φ：補強体の周長(m)（0.1527m） 
ただし、補強材長さが 2.5m 未満の場合、周面抵抗力は考慮しない。 

 
載荷試験結果まとめ

今回の載荷試験によって、以下のことが明らかになった。 
・載荷試験結果から、補強地盤の極限支持力を変位量 50mm での載荷荷重とした時、補強地盤の極限支持力は、地盤の支

持力と補強材の支持力の和で評価できる。 
・補強材の支持力は、補強材の先端支持力と補強材の周面抵抗力の和で評価できる。 

・地盤の許容支持力度は、提案する支持力算定式を用いることで、安全側に評価可能である。ただし、地盤の長期許容支

持力度の上限は 50kN/m2 とする。 

・提案した支持力算定式の適用可能な補強材 1 本あたりの負担面積は、実験結果に基づき 0.25～4m2 までとし、補強材の

打設間隔は、0.5～2m までとする。 

・提案した補強材周面抵抗力の算定式は、載荷試験でも使用した補強材の最小長さ 2.5m 以上の補強材を使用した場合に

適用可能とする。なお、使用可能な補強材長さは，1～7m までとする。ただし、補強材長さが 2.5m 未満の場合は、先

端支持力のみを考慮する。 
 

これらの内容の詳細については、性能証明の説明資料および、設計・施工マニュアルを参照して頂きたい。 
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今後の課題

補強材の先端支持力算定式の検討

まず、支持力算定式の検討における先端支持力の検討について、載荷試験結果を交えた仔細を述べる。 
図 1 に、極限先端支持力 Ppu と許容先端支持力 Ppa の関係を示す。図 1 から、許容先端支持力は、短期では極限の 1/1.5

以上、長期では極限の 1/3 以上に分布することが分かる。このことから、補強材の許容先端支持力は，次式で表すことが

できると判断できる。 

Ppa=1/Fs・Ppu     式 12 
ここで，各定数は以下の通りである。 

Ppa：補強材の許容先端支持力 
Fs ：補強材の先端支持力の安全率（短期：1.5，長期：3） 

Ppu：補強材の極限先端支持力 

 

 

図 実測した補強材先端部の極限支持力と許容支持力の関係

 

図 2 に、極限先端支持力と先端部平均換算 N 値の関係を示す。なお、ここで、先端部平均換算 N 値は、補強材先端か

ら下方に 0.25m、上方に 0.5m の範囲の換算 N 値の平均値である。 

 短
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た
は
長
期
許
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先
端
支
持
力

pp
a(

kN
) 

極限先端支持力 Ppu(kN) 
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図 極限先端支持力と先端地盤の平均換算 値の関係

 

図 2 から、補強材の極限先端支持力は、実測値の下限値の分布から、以下のように定義できる。 
【砂質土】 Ppu=4・(N’-5.5) (N’≧5.5)   式 13 

【粘性土】 Ppu=2・(N’-5) (N’≧5)   式 14 
ここで、各定数は以下の通りである。 

Ppu：補強材の極限先端支持力(kN) 
N’  ：補強材先端から下方に 0.25m、上方に 0.5m の範囲の換算 N 値の平均値 

（N’の算出に当たっては、Nsw の上限は 150 とする。個々の N’は次式で算出する。） 
N’=2Wsw+0.067Nsw 

N’=3Wsw+0.05Nsw 
Wsw：補強材先端から下方に 0.25m、上方に 0.5m の範囲の SWS 試験における 

荷重 Wsw の平均値(kN) 
Nsw：補強材先端から下方に 0.25m、上方に 0.5m の範囲の SWS 試験における 

貫入量 1m 当たりの半回転数 Nsw の平均値．なお，Nsw の上限値は，砂質土 120，粘性土 135 とする。 
 

図 3 に、設計極限先端支持力と実測極限先端支持力の関係を示す。図 3 から、設計極限先端支持力は、実測極限先端支

持力を安全側に評価できることが分かる。 

(a)砂質土 (b)粘性土 
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図 設計極限先端支持力と実測した極限先端支持力の関係

 
支持力算定式の改善点について

5.1 における実験結果から算定式を検討した結果、先端支持力を考慮できる最小の N’値 N0’は砂質土の場合 5.5，粘性

土場合 5 となった。これを踏まえて実験結果を鑑みると、特に粘性土において、先端支持力を考慮できる最小の N 値で

ある 5 以下のデータが多く、定数となる傾斜の定義の値も砂質土に比べて低くなってしまった。補強材先端部平均換算 N
値 15 における数値が低いことについては、先行掘削による地盤の乱れの影響を指摘されており、これらのデータから安

全を考慮した算定式を検討した結果、想定よりも厳しい算定式になったと考えられる。 
先端支持力に使う地盤の極限支持力についても、補強材先端から下方に 0.25m、上方に 0.5m の範囲の SWS 試験におけ

る貫入量 1m 当たりの半回転数 Nsw の平均値から求めるが、Nsw の上限値は、砂質土 120，粘性土 135 としており、これ

も砂質土、粘性土の実験地点においてこれを上回るような地点が少なかった為と考えられる。 

 
まとめ

本工法の支持力算定式の検討においては、補強材を含む複合地盤における平板載荷試験の結果から長期許容支持力度を

算定した結果、安全側に推定できることが確認され、建設技術審査証明を取得することができた。しかしながら、一方で

は特に先端支持力の検討に大いに改善の余地のある実験結果となった。 
狭あい地や高台の敷地において、細径鋼管を用いた複合地盤工事に使用することができる軽量、小型の施工機器を活用

する本工法は、今後ますますの需要の増加が見込まれる中で、より安全性を高め、競争力を追及していく必要があると思

われる。従って、先端支持力の確保できる地盤における実験および先行掘削に頼らない手法による実験や、先端掘削ビッ

トの工夫による掘削能力の向上を図り、支持力算定式を更に向上させる検討、より安全な施工性を実現していく計画であ

る。なお、既に計画は動いており、来期には改訂した建設技術審査証明を取得し、より適応範囲の広い設計手法の確立と

施工能力向上により、更に競争力のある工法へと改善していく。 
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